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Ⅰ 県政運営の基本姿勢  

     
「欲張りなライフスタイル」の実現を目指して     

 

□ 本県では，国が掲げる地方創生に先んじて，人口減少問題などを克服するた

め，平成 22 年に，チャレンジビジョンを策定し，「人づくり」「新たな経済

成長」「安心な暮らしづくり」「豊かな地域づくり」の４つの政策分野を相互

に連関させ，相乗効果をもたらしながら好循環する流れをつくり出してきた。 

 

□ また，チャレンジビジョンの目指す姿の実現に向けて，「イノベーション」

「ファミリー・フレンドリー」「都市と自然の近接ライフ」という３つの視点

を広島県独自の強みとしながら，施策全体の統一性を持って最大限の効果が得

られるよう取組を進めてきた。 

□ こうした取組により，合計特殊出生率は全国平均を大きく上回って推移し，

直近の国勢調査では，本県人口が 40 年ぶりに社会増に転じた。 

 

□ また，産業・経済面でも，５年連続で総観光客数と観光消費額が過去最高を

更新し，平成 26 年度の県内総生産と一人当たりの県民所得の伸び率が全国１

位となるなど，着実に成果が現れている。 

 

□ 平成 27 年度のチャレンジビジョン改定後においては，人生の重要な要素で

ある仕事や暮らしに対して，県民一人ひとりが抱く希望をどちらもあきらめず

に追求することができ，「かなえられる」と感じることのできる社会づくりを

目指している。 

 

□ 具体的には，目指す姿として「仕事も暮らしも。欲張りなライフスタイルの

実現」を掲げ，平成 28 年度は，県民のみなさんの「共感」の獲得を図るとと

もに，平成 29 年度は，主体的に挑戦する「行動の変容」につなげるため，

「希望をかなえるための後押し」など４つの柱に基づいて，次のとおり取組を

進めている。 

 

（希望をかなえるための後押し） 

□ 学校，仕事，家庭など様々な場面で「夢や希望をあきらめない」ことを後押

しするため，子供の生活に関する実態調査や学びのセーフティネットの構築検

討，ひろしま版ネウボラのモデル事業の展開などにより，成育環境の違いにか

かわらず，すべての子供が健やかに夢を育むことのできる社会づくりを進めて

いる。 
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（ゆとりの創出） 

□ 様々な欲張りライフを実現する上で，その基となる「時間的ゆとり」「経済

的ゆとり」などを創り出すため，働き方改革に取り組む企業の支援や，女性の

活躍促進に向けた大規模フォーラム「ＷＩＴ２０１７」の開催などにより，企

業における多様な働き方の推進を図っている。 

また，「イノベーション・ハブ・ひろしま Camps」の利用促進や「ひろしま

デジタルイノベーションセンター」の開所などを通じて，雇用や強い地域経済

を創り出すイノベーションの基盤づくりを進めている。 

 

（地域活力の基盤づくり） 

□ 都市と自然が近接している本県の特徴を生かして，地域の活力や，人々が生

き生きと暮らせる環境をつくり出すため，中山間地域の活性化を図ることを目

的とした「ひろしま さとやま未来博２０１７」の開催により，地域づくり活

動をリードする人材の育成とネットワークづくりを進めるとともに，広島市都

心の中枢拠点性の向上や備後圏域の活性化に係る検討を進めている。 

 

（暮らしを楽しむ機会の創出） 

□ 自然環境，食，スポーツや文化など，本県が有する豊富な資源を有効に活用

しながら，誰もが暮らしを楽しむことができるコンテンツの充実や質の向上を

図るため，生産量全国１位の牡蠣に焦点を当てた食体験イベントの開催など，

食を楽しむ機会を創り出すとともに，歴史博物館の改修により，貴重な文化財

の展示の充実を図っている。 

 

□ こうした取組によって現れつつある，新たな変化の兆しや成果を，より確か

な軌道に乗せ，次のステージにつなげていくためには，これまでの取組を着実

に進めていくとともに，今後の社会環境の変化に，的確に対応していく必要が

ある。 

 

□ 人口構造の変化の観点からは，就職などを主な要因とした若年層の転出超過

が，依然として改善されていないことに加えて，今後も，生産年齢人口割合の

低下が長期的に続くことが予想されており，社会保障費の負担増による県民の

実質所得の低下など，地域における社会・経済活動に深刻な影響を及ぼすこと

が懸念される。 

 

□ また，第４次産業革命の進展により，産業構造，就業構造はもとより，これ

らを含めた社会経済システム自体の変革が進み，生産や消費といった経済活動

に加え，健康，医療，公共サービス等の幅広い分野，働き方やライフスタイル

にも大きな影響が出てくることが予想される。 
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□ こうした環境の変化に対応して，意欲ある働き手の雇用の場をつくり，様々

な状況にある人々が仕事と暮らしを追求し，個性と能力を十分に発揮すること

ができる「欲張りなライフスタイル」に支えられた経済・社会を構築していく

ことが必要である。 

 

□ このため，「欲張りなライフスタイル」の実現に向けて，平成 30 年度にお

いては，次の施策に特に注力していく。 

 

（希望をかなえるための後押し） 

□ 本県では，幼児期から社会人まで一貫して，様々な変化に対応し，社会で活

躍できる人材の育成に取り組んでいる。 

これに加え，国の「人づくり革命」を追い風として，「負担軽減・質の向

上・量的拡大」の３つの最適化《ベストミックス》を踏まえ，乳幼児期の教

育・保育の質の向上に取り組む。 

さらに，学びのセーフティネットの構築等により「すべての子供が夢を育む

ことのできる社会づくり」に取り組む。 

 

（ゆとりの創出） 

□ 本県の強みであるものづくり産業の競争力強化や，新たな産業の創出に向け

て，IoT，AI，ビッグデータ，ロボット等の新たな技術を活用して「第４次産

業革命を好機とした生産性革命」に取り組む。 

また，これらの新技術を活用して生産性向上を図るなど，「働き方改革」を

一層推進していく。 

 

（地域活力の基盤づくり） 

□ 人口流出傾向が強まる中，県土全体の発展に向けて，地域の活力の原動力と

なる人づくりに重点を置いた「中山間地域の地域力強化」と，関係市と連携し

て都心の賑わいと交流を創り出す「都市圏の活力強化」に取り組む。 

 

（暮らしを楽しむ機会の創出） 

□ 2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向け，全国的な機運醸成が図

られる中，メキシコオリンピック選手団の事前合宿や，都市型スポーツの世界

大会などを好機と捉え，スポーツのみならず，観光，文化，教育等，多方面に

わたる施策の推進に最大限活用し，「スポーツを核とした地域づくり」に取り

組む。 

 

□ こうした取組に注力しつつ，引き続き，「欲張りなライフスタイル」の施策

を総合的に推進し，更なる行動変容の拡大を図っていく。 
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行動の変容

H29～

共感の獲得

H28～

成果獲得(目標の達成)
H32

 

 

    

３つの視点で欲張りなライフスタイルを実現３つの視点で欲張りなライフスタイルを実現３つの視点で欲張りなライフスタイルを実現３つの視点で欲張りなライフスタイルを実現    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

                                            

    

    

    

 

 

    

 

  

「イノベーション」「イノベーション」「イノベーション」「イノベーション」    

「ファミリー・フレンドリー」「ファミリー・フレンドリー」「ファミリー・フレンドリー」「ファミリー・フレンドリー」    

「都市と自然の近接ライフ」「都市と自然の近接ライフ」「都市と自然の近接ライフ」「都市と自然の近接ライフ」 
「仕事でチャレンジ「仕事でチャレンジ「仕事でチャレンジ「仕事でチャレンジ！！！！    

暮らしをエンジョイ暮らしをエンジョイ暮らしをエンジョイ暮らしをエンジョイ！！！！    

活気あふれる広島県活気あふれる広島県活気あふれる広島県活気あふれる広島県」」」」    

のののの実現実現実現実現    

これまでに生まれたこれまでに生まれたこれまでに生まれたこれまでに生まれた    

成果・変化成果・変化成果・変化成果・変化 

これまでのこれまでのこれまでのこれまでの成果成果成果成果とととと変化変化変化変化をををを「「「「実感実感実感実感」」」」しししし    

目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿へのへのへのへの「「「「共感共感共感共感のののの獲得獲得獲得獲得」」」」からからからから    

希望希望希望希望のののの実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた「「「「行動行動行動行動のののの変容変容変容変容」」」」へへへへ ビジョンの策定ビジョンの策定ビジョンの策定ビジョンの策定    H22H22H22H22    
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Ⅱ 政策の基本方向 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

□□□□    すべての子供が夢を育むことすべての子供が夢を育むことすべての子供が夢を育むことすべての子供が夢を育むことののののできる社会づくりできる社会づくりできる社会づくりできる社会づくり        

次なる時代を切り開く原動力となる「人材の育成」に向けては，成育環境の

違いにかかわらず，全ての子供が健やかに夢を育むことのできる環境の整備が

極めて重要である。 

しかしながら，国民生活基礎調査の結果では，７人に１人の割合の子供が相

対的に貧困の状態にあるとされるなど，子供が自ら学ぶ意欲と力を育む環境が，

必ずしも十分に整っているとはいえない状況である。 

このため，本県における子供の生活に関する実態調査の結果等を基に専門家

等による検討を進め，家庭の経済的事情などにかかわらず，全ての子供の能力

と可能性が最大限に高められるよう，乳幼児期の教育・保育の充実や家庭・地

域の教育力向上を図るとともに，学力に課題のある児童生徒へのきめ細かい指

導を充実させるなど，学びのセーフティネットの構築を進める。 

また，どのような家庭環境にあっても，子供たちが健やかに成育できるよう

にするためには，児童虐待防止等を含めた支援について，特に支援を必要とす

る家庭に対するハイリスクアプローチだけでなく，全ての家庭をもれなく把握

し，新たなリスクの発生を予防するアプローチが重要である。 

このため，身近な場所における子供と家庭に関する切れ目のない相談・支援

体制を構築し，子育てへの不安や負担感が解消されるよう，「ひろしま版ネウ

ボラ」の設置を進め，将来的には県内全域へ展開することで，誰もが安心して

子育てができる環境を整備する。 

    

□□□□    社会で活躍する人材の育成社会で活躍する人材の育成社会で活躍する人材の育成社会で活躍する人材の育成        

本県では，平成 28 年２月に「広島県 教育に関する大綱」を策定し，幼児期

から大学・社会人までを見据え，オール広島県で，生涯にわたって学び続け，

多様な人々と協働して新たな価値を創造することのできる人材の育成に取り組

んでいる。 

１１１１    希望をかなえるための後押し希望をかなえるための後押し希望をかなえるための後押し希望をかなえるための後押し 

人口減少，少子高齢化の時代にあって，広島県に多くの人が集まり，県民み

んなで子供たちを育み，全ての県民が生き生きと活躍できる「欲張りなライフ

スタイル」の実践に向けて，希望をかなえ，ゆとりを創り出す活動を行うため

の後押しとなるよう，成育環境の違いにかかわらず，すべての子供が健やかに

夢を育むことのできる社会づくりに取り組む。 

また，様々な変化に対応し，社会で活躍できる人材の育成について，幼児期

から社会人まで一貫した取組を行うとともに，少子化対策，女性の活躍促進に

取り組むほか，仕事を望む県民のみなさんが，希望する仕事に従事できるよ

う，年齢やキャリア等に応じた就業支援に取り組む。 
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とりわけ，乳幼児期は，生涯にわたる人格形成や小学校以降の教育の基盤を

培う重要な時期であることから，「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ンに掲げる目指す姿の実現に向け，幼児教育アドバイザーの幼稚園・保育所等

への訪問指導等によって教育・保育の質の向上に取り組むとともに，乳幼児期

の教育・保育の充実のための施策を総合的に実施する拠点の整備を進める。 

小・中・高等学校段階においては，広島版「学びの変革」アクション・プラ

ンに基づき，全国に先駆けて主体的な学びを促す教育活動を実施しており，引

き続き，児童生徒のコンピテンシー育成・向上につながる教育環境の整備や教

員の指導力向上に取り組む。 

また，社会が求めるニーズに応じた多様で厚みのある人材の形成に向けて，

平成 31 年４月開校の「学びの変革」を先導的に実践する県立広島叡智学園

中・高等学校や，広島市と共同で平成 30 年４月に開校する広島市立広島みら

い創生高等学校の開校準備など，県立学校の体制整備を進めるとともに，私立

学校の特色や魅力を充実させるための私学助成を行う。 

大学教育においては，県立広島大学で経営専門職大学院（ＭＢＡ）を運営し，

中小企業経営や農業経営などの分野において，県内産業を支える実践力のある

経営人材を育成する。さらに今後は，社会経済環境の変化に対応できる資質・

能力を有する人材の育成が一層求められていることから，広島の大学において，

社会に貢献する人材を継続的に輩出するために必要となる教育環境の構築の具

体化に向けた取組を進める。 

 

□□□□    少子化対策少子化対策少子化対策少子化対策        

結婚を希望する人が出会い，結婚し，また，子供を希望する人が安心して妊

娠・出産，子育てできるよう，結婚を希望する人への出会いの場の創出や，不

妊に悩む夫婦への支援や子育て環境の整備など，切れ目のない支援に取り組ん

できた。 

こうした出会い・結婚支援の取組や，啓発プロモーションの効果により，

「ひろしま出会いサポートセンター」では，平成 26 年８月の開設以来，会員

数は 9,000 人を突破し，多くのカップルの創出を支援してきたものの，県民全

体で結婚を応援する機運の定着には至っていない。 

このため，男女の新たな出会いの場の創出や，婚活を応援する企業やボラン

ティアによる後押しなど，多様な主体の自主的な取組を促すとともに，若者が

一歩を踏み出すきっかけとなるような啓発プロモーションを展開するなど，社

会全体で，積極的に結婚を応援する機運の醸成に取り組む。 

また，男性を含めた不妊治療の早期開始を促進するなど，「子供が欲しい」

という希望を持つ夫婦を積極的に後押しする施策を実施する。 

一方，仕事と家庭を両立させ，ゆとりを持ちながら子育てすることができる

よう，これまで，必要な時に預けられる保育環境を整備するため，保育の受け
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皿の拡大に取り組んできたが，保育所等への入所児童数は着実に増加したもの

の，保育ニーズが受入枠を上回る状況が続いている。 

また，働き方の多様化や家庭・地域を取り巻く環境の変化に伴って保育ニー

ズは多様化しており，預けたい時に安心して預けられる環境整備が必要である。 

このため，保育人材の確保による通常保育の環境整備を進めるとともに，事

業所内保育施設の設置促進や病児保育，自然保育等，サービスの充実を図り，

いつでも安心して子供を預けることができる環境の整備に取り組む。 

 

□□□□    女性の働きやすさ日本一への女性の働きやすさ日本一への女性の働きやすさ日本一への女性の働きやすさ日本一への挑戦挑戦挑戦挑戦        

女性の活躍を後押ししていくためには，男女の固定的な役割分担についての

意識変革を更に推進するとともに，女性が働きやすい環境づくりや，自らの目

標・理想の実現に向けて努力できる環境の整備を進めていく必要がある。 

本県では「女性の働きやすさ日本一」を目指し，「イクボス同盟ひろしま」

の活動や「わーくわくママサポートコーナー」の運営，さらに大規模フォーラ

ム「ＷＩＴ２０１７」の開催による機運醸成など，企業や国等と連携して取り

組んでおり，仕事と家庭を両立しやすい環境づくりを進めている企業は増加し

つつある。 

しかしながら，出産・育児期の女性の離職により就業率が落ち込む，いわゆ

るＭ字カーブについては，改善は続いているものの，未だ解消されていない。 

また，多くの企業が女性の活躍に期待しているにもかかわらず，管理職登用

に向けた女性従業員に対する人材育成や意欲喚起などに課題がみられ，指導的

立場に占める女性の割合は，依然として低い状況にある。 

このため，平成 29 年度に開設した，女性活躍や働き方改革の取組事例など

を発信する専用サイトにより，県内企業の取組を促進していくとともに，働く

意欲のある女性の再就職を引き続き支援する。 

また，県内企業に，働き方改革・女性活躍推進員や女性活躍推進アドバイザ

ーが訪問して，男女が共に働きやすい環境づくりに向けた支援を行うとともに，

研修支援等により女性管理職の登用促進に取り組む。  
□□□□    多様な人材の就職に向けた後押し多様な人材の就職に向けた後押し多様な人材の就職に向けた後押し多様な人材の就職に向けた後押し        

働くことを希望する県民の誰もが意欲と能力に応じて安心して働くことがで

き，安定的な生活基盤を築くことができる社会を実現する必要がある。 

このため，これまで，「ひろしましごと館」において，全世代の就職希望者

に対する職業適性診断やきめ細かい就業相談，就職セミナーやガイダンスの実

施などの就業支援のほか，求人情報をはじめとする雇用労働情報の提供などを

行ってきた。 

引き続き，関係機関と連携し，若者，高年齢者，障害者など，多様な人材の

ニーズに応じた就業支援に取り組む。 
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□□□□    働き方改革働き方改革働き方改革働き方改革        

  「欲張りなライフスタイル」を実践するためには，個人の状況やライフスタ

イルに応じて多様な働き方ができるなど，誰もが働きやすい職場環境づくりが

必要である。 

しかしながら，働き方改革に取り組んでいる県内企業は 35.5％に留まってお

り，その取組においても，規模や業種，進捗状況等により，様々な課題を抱え

ている状況にあることから，個々の企業に応じた，きめ細かい支援を行う必要

がある。 

このため，経済団体が創設した，広島県働き方改革実践企業認定制度を活用

して優良事例を「見える化」し，情報発信することで，実践する企業の裾野を

拡大させるとともに，企業経営者を対象とした勉強会の開催や，企業内の推進

人材の育成支援などにも取り組んでいる。 

また，最低賃金の遵守など適正な労働環境の確保に向けた本県入札契約制度

の運用にも取り組んでいる。 

引き続き，経済団体・労働団体・行政機関等で構成する「働き方改革推進・

働く女性応援会議ひろしま」と連携しながら，経営者層への働きかけや，更な

る機運醸成などに取り組む。 

 ２    ゆとりの創出ゆとりの創出ゆとりの創出ゆとりの創出    

県民のみなさんの様々な「欲張りなライフスタイル」を実現するには，その

基となる「時間的ゆとり」「経済的ゆとり」「心身ともに健康であること」が

重要であることから，これらの「ゆとり」を創り出すための取組を推進する。 

時間的ゆとりの創出のため，個人の状況やライフスタイルに応じた多様な働

き方ができるよう，働き方改革を推進するとともに，子育てや介護に係る負担

感の軽減につながる取組を推進する。 

経済的ゆとりの創出のため，第４次産業革命への対応を進めるとともに，持

続的なイノベーションを創り出していくための基盤強化や，地域経済を支える

中小企業・小規模企業の持続及び成長に向け，平成 29 年 10 月に制定された

「広島県中小企業・小規模企業振興条例」を踏まえ総合的な支援を行ってい

く。また，ものづくり産業の集積や多様な農林水産資源，豊富な観光資源など

を生かして，産業振興や雇用創出などに取り組む。 

また，健やかで心豊かに生き生きと暮らし続けるため，県民のみなさん自ら

が，健康の保持・増進と介護予防に向けた行動変容を起こしていくことを促す

環境を整備し，健康寿命の延伸を図っていく。 
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また，IT 利活用の促進をはじめとした中小企業の生産性向上や人材確保に対

する支援を強化することで，県内企業の取組を加速化し，働き方改革の好循環

を目指す。 

    

□□□□    第４次産業革命を好機とした生産性革命第４次産業革命を好機とした生産性革命第４次産業革命を好機とした生産性革命第４次産業革命を好機とした生産性革命        

人口減少に伴う地域経済の縮小や，経済のグローバル化の進展によって，ま

すます厳しい競争環境に置かれる中で，第４次産業革命という新たな潮流を好

機と捉え，的確に対応することにより，本県産業における効率性の向上とイノ

ベーションによる新たな付加価値の創出を図り，持続的な成長を実現していく

必要がある。 

まず，IoT，AI，ビッグデータ，ロボット等の新たな技術を県内産業・企業

に効果的に取り入れ，効率化・高度化を図ることによって，生産年齢人口の減

少に伴う数量的な供給制約や技術力の継承の危機を克服していく。 

そのため，本県の強みである自動車産業を中心としたものづくり産業におけ

る IoT，AI 等の技術の利活用による効率化・高度化を後押しするとともに，そ

こで培われた技術・人材・情報等を中堅・中小企業やサービス産業等の他分野

に展開・応用していくことを推進する。 

また，IoT，AI 等を活用することによって，業種・業態間の壁を越えて新た

な商品やサービスを生み出し，新たな需要を創出することで，県内企業の持続

的な発展・成長が図られるよう支援していく。 

そのため，IoT，AI 等を活用したあらゆる実証実験を行えるオープンな場

（プラットフォーム）の整備やビッグデータの集積，AI 分析システムの構築な

ど，国・市町，通信事業者，県内外の企業，大学等の様々なパートナーと連携

しながら，新たな産業やソリューションを創出する環境整備を行う。 

さらに，システムインテグレーター等の人材から現場のエンジニアまで，本

県の産業・企業における第４次産業革命への対応に必要な人材の育成と集積を

中長期的に進めていく。 

これらの取組を進めることによって，内外から人や企業が集まり，IoT，AI

の知見やノウハウが集積され，人材や産業を呼び込む好循環を創出していく。 

    

□□□□    中小企業・小規模企業の持続的な成長への支援中小企業・小規模企業の持続的な成長への支援中小企業・小規模企業の持続的な成長への支援中小企業・小規模企業の持続的な成長への支援        

県内企業の大半を占める中小企業・小規模企業は，本県経済の活性化や雇用

機会の創出など，地域産業を支える重要な担い手となっている。 

しかしながら，人口減少による労働力不足の顕在化，国際競争の激化や第４

次産業革命による産業構造の変化への対応など，中小企業・小規模企業を取り

巻く経営環境は厳しいものとなっている。 
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このため，県内中小企業・小規模企業がイノベーションを通じて，付加価値

の高い商品やサービスを生み出し，労働生産性の向上が図られるよう，引き続

き，関係機関と連携しながら総合的に支援していく。 

    

□□□□    イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化        

 イノベーションによって，新たな付加価値を持続的に創出していくため，こ

れまで，創業しやすい環境づくりや，イノベーションを生み出す多彩な人材の

集積に加え，組織の枠組みを越えて交流・連携する「場」を創出するため，

様々なイベントやセミナー等を開催するなどの取組を重点的に進めてきた。 

 こうした中で，平成 29 年３月には，様々な分野の人材，資金，情報等を集

積・結合させ，新たなビジネスや地域づくりの取組の創出を促す常設の拠点と

して「イノベーション・ハブ・ひろしま Camps」を設置し，常駐のコーディネ

ーターによるアドバイスや交流イベントの企画・実施を通じて，様々なつなが

りの創出や，アイデアの事業化支援を行っている。 

これらの取組により，イノベーションを起こしていく核となる人材の集積と

ともに，イベント等の参加者間での自発的な活動も生まれ，アイデアを持つ人

と技術を持つ人が出会い，新たな商品開発に取り組むなど，事業化への具体的

な動きも見えてきている。 

しかしながら，自発的な活動の量（つながりの創出）や熱量（活性）はまだ

十分ではなく，新しい事業が次々と生まれる事業環境「イノベーション・エコ

システム」の形成までには至っていない。 

このため，「イノベーション・ハブ・ひろしま Camps」を拠点とした人材の

集積・交流・連携の創出や創業機運の醸成を推進するとともに，引き続き，高

度な技術・技能や経営感覚を持ったプロフェッショナル人材などイノベーショ

ンを生み出す多彩な人材の育成と集積等を推進し，企業の新分野への展開や地

域産業の活性化等を図る。    

    

□□□□    多様な創業と新事業展開の促進多様な創業と新事業展開の促進多様な創業と新事業展開の促進多様な創業と新事業展開の促進        

県内産業の付加価値の拡大や競争力の強化を図るためには，絶えず多様なビ

ジネスが創出される環境づくりと，県内企業の大半を占める中小企業の新事業

展開や生産性の向上を促進していく必要がある。 

創業を促進するために，ひろしま創業サポートセンターを中核機関とし，行

政，経済団体や金融機関等で構成する「オール広島創業支援ネットワーク」を

構築し，創業希望者へのきめ細かい支援を行ってきた。 

こうした取組の結果，平成 28 年度のひろしま創業サポートセンターを活用

した創業件数は，平成 25 年の開設以来最高の 401 件となり，県内融資機関の

創業融資件数も増加傾向にある。 
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しかしながら，県全体の開業率は４％台で推移しており，目標に掲げる開業

率 10％の達成に向け，「イノベーション・エコシステム」の形成に向けた取組

と合わせて，「オール広島創業支援ネットワーク」の機能強化や，創業者のボ

リュームゾーンである 30 代，40 代を中心とした創業機運の醸成等の取組を推

進していく。 

また，県内総生産の７割を占める一方で，労働生産性が低いサービス産業に

ついて生産性向上を図っていく必要があることから，金融機関や経済団体等の

関係機関と連携し，経営者の意識改革や IT 等の活用による業務の効率化や新

たな付加価値の創出を促進していく。 

 

□□□□    多様な投資誘致の促進多様な投資誘致の促進多様な投資誘致の促進多様な投資誘致の促進        

  県内への投資誘致については，これまで，工場や物流施設の県内産業団地へ

の企業立地を主眼として，積極的な企業誘致活動を展開してきた。こうした取

組により，県内企業の立地件数は大きく増加し，県税収入の増加や雇用創出な

ど一定の効果を創出し，県内産業の活性化が図られてきた。 

また，生産年齢人口の減少に伴い，経済規模の維持が困難になる中，付加価

値の高い業務を本県に定着させることでイノベーションを生み出す環境を整え

るため，平成 28 年度からは，従来型の企業誘致に加え，企業の本社・研究開

発など機能面や人材に着目した多様な投資誘致活動を推進している。 

企業の移転・拡充については，経済合理性の観点から，集積のメリットが高

い首都圏に魅力を感じている企業が多いため，積極的に本県の事業環境の魅力

を効果的に伝えるとともに，広島にゆかりのある企業や県内企業が求める分野

の関連企業など，ターゲット企業を明確にし，誘致成功率を高めるなど，引き

続き戦略的な誘致活動を行っていく。 

 

□□□□    産業競争力の強化産業競争力の強化産業競争力の強化産業競争力の強化        

  県外企業や新興国企業との競争が激化する中で，本県ものづくり産業が持続

的に競争優位性を確保していくため，成長産業のクラスター形成や基幹産業の

高度化支援などを進めてきた。 

こうした取組により，医療関連分野では，医療機器等生産額の増加など効果

が現れているが，県外からの新規設備投資の動きは鈍く，生産額の規模から見

ても，未だクラスター形成には至っていない。そのため，引き続き，県内企業

の生産受託，部品受注など県外大手医療機器メーカーとの取引拡大やネットワ

ークづくりの促進，大学と連携した人材育成機能の整備など，医療機器等生産

額の更なる拡大と医療関連分野における広島の訴求力を高める環境を整備して

いく。 

また，環境浄化分野においても，海外展開の取組を行う企業が増加し，売上

高が伸びているものの，本格的な売上拡大には至っていないことから，引き続
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き案件発掘や商談等の取組支援を充実させて成功モデルの創出を図り，生産規

模の拡大を促進していく。 

さらに，新たな成長分野等への参入促進や技術開発，製品開発について，県

内企業の挑戦を後押しする必要があることから，今後の成長が期待できる航空

機関連産業の裾野の拡大と中核企業の創出による県内航空機関連産業のサプラ

イチェーンの構築や，感性工学に基づく付加価値の高い製品開発への支援に引

き続き取り組んでいく。 

 

□□□□    世界と直結するビジネス支援世界と直結するビジネス支援世界と直結するビジネス支援世界と直結するビジネス支援        

人口減少に伴って国内市場が縮小する中で，中堅・中小企業の成長を後押し

し，海外の成長市場へ積極的に参入するため，海外の現地政府・経済団体等と

の関係構築や，企業ニーズに対応したビジネスパートナーの発掘，商談会の開

催等の支援を行ってきた。 

  こうした取組の結果，食品や消費財等の海外での販路拡大成約件数や定番化

件数が伸び，県内企業の海外での売上や輸出額の増加などの直接的な効果も現

れており，引き続き，海外ビジネスに取り組む県内企業に対する支援に取り組

む。 

  また，グローバルゲートウェイ機能の強化に向けて，広島港においては自動

車運搬船の大型化，福山港においては輸出貨物の増加やコンテナ船の大型化な

どに対応するため，大水深公共岸壁等の整備やふ頭用地の改良に引き続き取り

組んでいく。 

    

□□□□    観光地ひろしまの推進観光地ひろしまの推進観光地ひろしまの推進観光地ひろしまの推進        

地域経済への波及効果の大きい観光関連産業の活性化を図るため，県内地域

の核となる観光資源のブラッシュアップや，市町や民間事業者等と連携した観

光キャンペーン等に加え，これまでにないインパクトを重視した観光プロモー

ションを展開することにより，国内外からの観光客の誘致と周遊促進に取り組

んできた。 

こうした取組により，総観光客数は平成 23 年の 5,893 万人から平成 28 年の

6,777 万人へ，観光消費額は 3,045 億円から 4,062 億円へと大きく増加してお

り，ともに５年連続で過去最高を記録するなど成果が現われている。今後，観

光客１人当たりの消費額単価を伸ばすことにより，一層の観光消費額の増大に

つなげ，観光関連産業の更なる活性化を図っていく。 

このため，「ひろしま観光立県推進基本計画」に基づき，観光地の周遊性の

向上や滞在時間の延長，宿泊・飲食など，観光消費額の増加につながるプロダ

クトの開発を行った上で，その情報を届けるための効果的なプロモーションを

展開するとともに，外国人観光客に対するサービスの向上や，観光事業者・県

民のおもてなしの充実による魅力ある観光地づくりを推進する。 
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また，2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向けて，多くの外国人観

光客が訪れるよう，国や地域ごとの特性に応じた誘客戦略に基づき，インバウ

ンド観光の促進に向けた取組を進める。  
□□□□    瀬戸内瀬戸内瀬戸内瀬戸内    海の道構想の推進海の道構想の推進海の道構想の推進海の道構想の推進        

瀬戸内エリア全体を俯瞰して，強いリーダーシップの下，観光地づくりをマ

ネジメントする体制の強化を図るため，平成 28 年３月に，（一社）せとうち

観光推進機構を設立し，瀬戸内の魅力を体感できる観光関連サービスの充実や

地域産品等のプロダクト開発の支援，国内外へのプロモーションの強化を図っ

てきた。また，金融機関が中心となって設立した㈱瀬戸内ブランドコーポレー

ションと連携し，「せとうちＤＭＯ」として，観光関連事業者に対する支援等

を進めてきたところである。 

こうした取組により，外国人延べ宿泊者数は，平成 26 年度から平成 28 年度

にかけて，瀬戸内７県で 154 万人から 291 万人，本県では，44 万人から 84 万

人と着実に増加している。一方で，首都圏・関西圏における瀬戸内への強い来

訪意向を持つ人の割合は横ばいとなっている。 

引き続き，「瀬戸内 海の道構想」の実現に向けて，せとうちＤＭＯとも連

携しながら，戦略的なプロモーションによって来訪意向を高めるとともに，外

国人観光客の受入環境の整備，滞在コンテンツの充実等に取り組み，瀬戸内エ

リアへの誘客を図る。 

    

□□□□    担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立     

これまで，平成 26 年 11 月に策定した「2020 広島県農林水産業チャレンジプ

ラン アクションプログラム」に基づき，県産農林水産物の競争力強化に向け

て，担い手の規模拡大や収益性の高い園芸作物への経営転換，品目ごとの販売

戦略に基づく流通改善や産地形成などに取り組んできた。 

こうした取組により，担い手による農業生産額は，平成 22 年の 695 億円か

ら平成 27 年には 865 億円に増加するなど，担い手が生産の大部分を担う構造

への転換が着実に進みつつある。 

引き続き，持続可能な生産構造の確立を目指していくためには，県内農業を

牽引する経営感覚やインキュベーション機能を備えた担い手を育成するととも

に，それらを核とした産地形成を進める必要がある。 

このため，担い手のニーズに即した優良農地の提供や雇用労働力の確保のた

めの仕組みづくり，今後のグローバル化の進展等に備えた高度な経営力の習得

やＧＡＰ導入による生産性の向上など，意欲のある担い手の経営発展に向けた

支援や既存企業の農業参入に向けた後押しを進める。 
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さらに，キャベツやトマトなどの重点的に取り組む品目については，市町等

と連携し，産地や担い手ごとに将来ビジョンを定めた上で，水田の畑地化に必

要な基盤整備の促進や販売戦略に基づいた産地形成に取り組む。 

    

□□□□    信頼される医療・介護提供体制の構築信頼される医療・介護提供体制の構築信頼される医療・介護提供体制の構築信頼される医療・介護提供体制の構築        

どこに住んでいても適切な医療・介護サービスを受けることができ，心身と

もに健康で，安心して暮らせることは，全ての活動の基盤であり，不可欠なも

のである。 

このため，医療・介護サービスと，介護予防などの健康づくりや生活支援の

サービスが，身近な地域において一体的に提供できるよう，県内 125 の全ての

日常生活圏域で地域包括ケアシステムを構築することを目標に取り組んできた。 

これまでの取組により，今年３月末現在で，98 の日常生活圏域でシステムが

おおむね構築されていると評価しており，残りの圏域においても，専門職の派

遣等により，着実に取組を進める。 

今後は，療養病床の転換等の制度改正に伴って変化する介護サービスの必要

量を適切に見込みながら，地域包括ケアシステムが機能し続けるよう，医療提

供体制の強化や在宅医療・介護サービスの基盤整備などに取り組む。 

また，医療・介護人材の確保・育成・定着に向けては，広島大学医学部に設

置した「ふるさと枠」医師の現場への配置が始まるなどの成果が出ているもの

の，医師の地域偏在の解消と看護職員の確保は十分ではなく，また介護職員に

ついても大きく不足することが予測される。 

このため，引き続き，医師・看護職員確保対策を推進するとともに，介護職

員について，福祉・介護職場のイメージアップや職場環境改善に加え，地域の

実情に応じた人材の確保・育成に取り組む。 

    

□□□□    がん対策日本一に向けた取組の強化がん対策日本一に向けた取組の強化がん対策日本一に向けた取組の強化がん対策日本一に向けた取組の強化        

死亡原因の第１位であるがんについては，高齢化の進展により今後も患者数

の増加が見込まれることから，がん対策推進計画に基づき，「がん予防」「が

ん検診」「がん医療」「緩和ケア」「情報提供・相談支援」「がん登録」の６

つの柱により，県民のあらゆる場面に対応する総合的な対策を推進してきた。 

また，がんの早期発見につながる「がん検診」については，啓発キャンペー

ンによるがん検診受診率の向上対策等に取り組んできたが，受診率は 40％前後

と伸び悩んでおり，県民一人ひとりの行動変容につながっていない。 

このため，着実に受診行動につながる効果的な個別受診勧奨等に取り組むと

ともに，これまで対策が行き届いていない職域のがん検診受診率の向上対策を

進める。 

一方で，医療技術の進歩に伴って生存率も向上しており，がんと向き合う期

間も長くなっていることから，働く世代にとって，治療と職業生活を両立でき
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る環境を整備することも重要な課題となっている。 

このため，治療を受けながら豊かに生活できる社会の実現に向けて，企業に

おける就労支援体制の「見える化」を進め，就労継続の取組を促進することに

より，がんになっても働き続けやすい環境づくりに積極的に取り組む。 

    

□□□□    健康医療情報等を活用した健康づくりの推進健康医療情報等を活用した健康づくりの推進健康医療情報等を活用した健康づくりの推進健康医療情報等を活用した健康づくりの推進        

これまで展開してきたひろしま健康づくり県民運動等により，健康に対する

関心は高まりつつあるが，依然として特定健康診査受診率が低い水準にとどま

るなど，大きな行動変容にはつながっていない。 

このため，特定健康診査の結果やレセプト情報に基づき，リスクの高い人を

抽出し，積極的な保健指導を行う糖尿病性腎症重症化予防の普及拡大を進めて

きた。 

こうした中，健康・医療情報の電子化は更に進み，利用しやすい環境が整備

されることから，大学等と連携した取組を強化することにより，効率的で効果

的な保健事業等の全県展開を推進していく。 

これに加え，県民のみなさんの健康づくりへのきっかけとして，健康診断の

受診や運動の実践等に応じてポイントを獲得し，様々なサービスに利用できる

「ヘルスケアポイント制度」に取り組んでおり，引き続き，参加手続き等の改

善を図るとともに，市町，医療保険者や企業等と連携して，県民全体への拡大

を推進する。  
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□□□□    中山間地域の地域力強化中山間地域の地域力強化中山間地域の地域力強化中山間地域の地域力強化        

「広島県中山間地域振興計画」に基づき，地域に暮らす方々が，将来に希望

を持ち，安心して心豊かに，笑顔で幸せな生活を営むことができる中山間地域

を目指し，人づくり，仕事づくり，生活環境づくりを柱に掲げ，関連施策を総

合的に展開してきた。 

特に地域の活力の原動力となる人づくりに重点を置き，地域づくりに取り組

む人や活動をつなぐプラットフォームの立ち上げや，多様な人材の交流とネッ

トワークづくりを加速させるための県民参加型プロジェクト「ひろしま さと

やま未来博２０１７」の開催など，地域づくり活動の担い手となるリーダーの

発掘・育成やネットワークづくりを進めてきた。 

こうした取組により，中山間地域の価値に共鳴する若い世代を中心に，課題

解決に意欲的に取り組む動きが徐々に広がりを見せ始めているが，一方で，若

者流出により，地域の担い手の不足は依然として続いている。 

このため，これまでの取組により蓄積された人材を活用し，新たな取組が持

続的な動きにつながっていくよう，中山間地域に関わる人材のプラットフォー

ム「ひろしま里山・チーム５００」を核として，地域づくり活動をリードする

人材のチャレンジの場の創出や活動のスタートアップ支援を行うなど，活動の

継続・発展を後押ししていく。 

併せて，地域の資源を積極的に活用した中山間地域ならではの仕事づくりを

進めるとともに，地域の日常生活を支える生活交通の円滑化などの生活環境づ

くりを推進する。 

    

□□□□    都市圏の活力強化都市圏の活力強化都市圏の活力強化都市圏の活力強化        

 人口減少や高齢化社会の進行など，社会情勢が大きく変化する中，本県が持

続的に発展するためには，人口，産業，都市基盤など，あらゆる面で中国地方

最大の集積地である広島都市圏の中枢拠点性を，引き続き高めていく必要があ

る。 

 こうしたことから，広島都市圏の活力を生み出す中心である広島市の都心の

活性化に向けて，広島市や経済界等と連携の下，中長期的な視点で都心の将来

 

３    地域活力の基盤づくり地域活力の基盤づくり地域活力の基盤づくり地域活力の基盤づくり    

県民のみなさんが「欲張りなライフスタイル」を実現するためには，それぞ

れの住んでいる地域に活力があり，人々が生き生きと暮らせる環境をつくり出

す必要がある。そのため，都市と自然が近接している本県の特徴を生かしなが

ら，都市圏の活力強化や中山間地域の活性化に取り組むとともに，高まりつつ

ある地方移住の機運を取り込んで移住・定住の促進などに取り組む。 
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像や目指す姿，その具体化に向けた施策等を示す「ひろしま都心活性化プラン」

を策定し，プランで描く都心の賑わいと交流の創出に向け，地元事業者などが

中心となったエリアマネジメント組織の構築支援や，建築物の建替えや都心の

賑わい創出，オフィス・ホテルなどの用途誘導を目的とした地区計画の見直し

などを進めている。 

 引き続き，中四国地方の中枢都市にふさわしい高次都市機能の充実・強化や

広島ならではの個性的で魅力ある都心空間の創出など，プランに掲げる将来像

の実現に向け，広島市や市民，企業と連携して，官民一体となったまちづくり

を推進する。 

 また，備後圏域の活性化を図るため，圏域最大の交通結節点に位置する福山

駅前地区において，賑わいの創出と地域活力の再生を目指して福山市が策定を

進めている「(仮称)福山駅前再生ビジョン」の検討に参画しており，引き続き，

福山市と連携し，圏域全体の発展を見据えた福山駅前の再生が実現できるよう

取り組んでいく。 

 また，中四国地方の拠点空港として，県民と内外の交流・連携を支える広島

空港については，シンガポール線就航や運用時間の延長による東京羽田線の増

便が実現したところであり，引き続き，ＬＣＣを含む新規路線の誘致，既存路

線の増便，空港アクセス強化，平成 33 年４月の事業開始予定である空港経営

改革に向けた取組等を進め，より一層の拠点性の強化を図る。 

 

□□□□    東京圏等から広島への定住促進東京圏等から広島への定住促進東京圏等から広島への定住促進東京圏等から広島への定住促進        

 東京一極集中を是正し，東京圏等から広島への新しい人の流れをつくり出し

ていくためには，東京圏で高まりつつある地方移住の機運を取り込み，定住に

つなげる仕組みづくりを推進することが必要である。 

このため，広島らしいライフスタイルの魅力を発信し，移住希望者の関心を

ひきつけるとともに，東京に設置した定住相談窓口におけるきめ細かいサポー

トや，地方移住の動向変化を踏まえ，新たに経済系のウェブサイトでの情報発

信を行うなど，定住へつなげる取組を市町や関係団体等と一体となって進めて

きた。 

また，若年層の大学進学や就職を理由とした転出超過を改善するため，県内

大学の魅力発信による県内進学の促進や，県内大学生に対するインターンシッ

プの機会の拡大等を通じた県内就職への後押し，県外大学生に対する就職支援

協定大学との連携による県内企業の魅力発信や，就職マッチングの機会提供な

ど，転出抑制・転入促進の両面から取り組んできた。 

これらの取組により，定住相談窓口での相談件数は年々増加しており，移住

希望地域ランキングも４位まで上昇しているほか，近年，新卒大学生のＵＩＪ

ターン率も上昇傾向にあるなど，一定の成果が現れている。 

しかしながら，依然として，広島県への定住の大きな流れをつくり出すまで
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には至っておらず，進学や就職を契機とする東京圏や近畿圏などの大都市圏へ

の若年層の転出超過が続いている。 

さらに，2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機とする開発

投資の活発化や，労働力人口の減少に伴う東京圏における雇用の拡大が見込ま

れており，東京一極集中の加速化が懸念される。 

こうしたことから，これまでの取組で現れ始めている変化の兆しを着実に人

口の転入超過に結び付けるよう，広島らしいライフスタイルの魅力発信，移住

希望者に対するきめ細かいサポートや，市町と連携した定住の受け皿づくりに

取り組む。 

また，若年層の転出超過の改善に向け，引き続き，転出抑制・転入促進の両

面から人口の社会減対策を進めていく。 
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□□□□    スポーツを核とした地域づくりスポーツを核とした地域づくりスポーツを核とした地域づくりスポーツを核とした地域づくり        

スポーツは，心身両面の健康保持や青少年の健全育成に加え，国や文化，年

齢，職業の違いを超えて，人と人，地域と地域の交流を促進し，地域の一体感

や活力を向上させる役割を果たしている。 

また，近年，障害者スポーツにおける競技性の向上は目覚ましく，障害者ス

ポーツに関する施策を福祉の観点に加え，スポーツ振興の観点から推進してい

く必要性が高まっている。 

こうした中，2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催を控え，友好

提携を結んでいるメキシコ合衆国グアナファト州との関係を生かして，メキシ

コ合衆国のオリンピックチームの事前合宿の招致活動を行ったところ，本年５

月にメキシコオリンピック委員会との間で，全 26 競技の事前合宿受入れに係

る基本協定を締結し，県内 10 市町で合宿が行われることとなった。 

来年度以降，順次行われる事前合宿に向けて，市町と連携し，準備を進める

とともに，県下全域で選手団の応援や交流事業を実施していくなど，スポーツ

の枠を越えた多彩な交流の機会を創出し，県全体の盛り上がりにつなげていく。 

また，東京オリンピックの追加種目であるアーバンスポーツの日本で初めて

の世界大会が広島で開催されることとなった。 

これら二つの世界規模の大会開催を好機と捉え，県民一人ひとりが多様なス

ポーツを楽しむ機会を提供するとともに，観光，文化，教育等，多方面にわた

る施策の推進に最大限活用し，スポーツを核とした地域づくりに取り組む。 

    

□□□□    暮らしを楽しむための機会の創出に向けた取組の推進暮らしを楽しむための機会の創出に向けた取組の推進暮らしを楽しむための機会の創出に向けた取組の推進暮らしを楽しむための機会の創出に向けた取組の推進        

 文化・芸術，レジャー等を楽しむことは，感性を刺激し，豊かな発想や創造

性を育むとともに，趣味の幅を広げ，他者と交流することを通じて生活に潤い

をもたらす。 

 本県は，数多くの文化芸術施設，広島交響楽団，神楽等の地域の伝統文化，

多数の観光客をひきつける世界遺産やしまなみ海道のサイクリング，キャンプ

や山登りなどのアウトドアを楽しむことができる自然環境など，暮らしを楽し

むことができる豊富な「資源」を有している。 

 
４    暮らしを楽しむ機会の創出暮らしを楽しむ機会の創出暮らしを楽しむ機会の創出暮らしを楽しむ機会の創出 

県民のみなさんの暮らしを楽しむ機会をより多く創り出すため，アウトドア

を楽しめる自然環境，豊かな食，スポーツ競技団体や県立美術館や広島交響楽

団などの文化施設・団体，世界に認められた豊富な観光資源などを有効に活用

しながら，誰もが気軽に楽しむことができるコンテンツの充実や質の向上，仕

組みづくりを進める。 
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このような本県が有する文化・芸術の豊富なリソースを生かし，文化・芸術

に関するイベント等の効果的な情報発信や，コンテンツの充実・質の向上，コ

ンテンツ間の周遊性も視野に入れた仕組みづくりを引き続き進める。 

さらに，海と山に囲まれた自然特性を生かし，アウトドアを気軽に楽しめる

環境の充実を図ることにより，県民のみなさんが世代を超えて暮らしを楽しむ

ための機会を創出する。 
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□□□□    ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策        

近年，集中豪雨等による自然災害が全国各地で多発する中，本県においても

平成 26 年８月の土砂災害や，昨年及び今年の梅雨前線豪雨による災害などが

相次いで発生しており，早期の復旧・復興に向けた取組や，再度災害の防止を

図る取組を計画的に進めている。 

さらに，土砂災害警戒区域等の指定においては，基礎調査実施計画の対象で

ある 377 小学校区のうち，288 校区の調査に着手しており，計画的に調査を進

めている。 

 引き続き，「社会資本未来プラン」の基本方針に沿った事業別整備計画に基

づき，計画的な防災施設の整備などのハード対策と，土砂災害警戒区域等の指

定をはじめとしたソフト対策による一体的な防災・減災対策を推進していく。 

また，異常気象による災害に備えるための河川や道路等のインフラマネジメ

ントにこれまで以上に重点的に取り組むなど，これまで整備してきた社会イン

フラの機能保全のための適切な維持管理を行っていくことにより，県土の保全

と県民の安全・安心の確保に努めていく。 

    

□□□□    減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開        

平成 27 年３月に「災害死ゼロ」という新たな目標を掲げた「広島県『みん

なで減災』県民総ぐるみ運動」条例を制定し，同年 10 月には，県民，自主防

災組織，事業者，行政等が一体となって県民運動を総合的かつ計画的に推進す

るための行動計画を策定し，各主体による施策を展開している。 

  この運動では，災害から命を守る行動として「知る」「察知する」「行動す

る」，普段から災害に備えるための行動として「学ぶ」「備える」という５つ

の「行動目標」を定め，報道機関や「みんなで減災」推進大使との連携による

在宅者向けの普及啓発や，企業を直接訪問し，事業者による従業員向けの防災

教育等の実施を働きかけるなど，行動目標の起点となる「知る」取組を集中的

に進めている。 

また，地域の防災力の要となる自主防災組織の活性化及び設立に向けて，自

主防災アドバイザーを派遣し，継続的に指導助言するとともに，自主防災アド

バイザーの育成やスキルアップ研修を実施するなど，より多くの住民を巻き込

んだ防災活動が地域の状況に応じて展開されるよう取り組んでいる。 

    ５５５５    災害災害災害災害に強いまちづくりに強いまちづくりに強いまちづくりに強いまちづくり    

近年，頻発する集中豪雨等による自然災害を踏まえ，早期の復旧・復興に向

けた取組を進めるとともに，ハード・ソフトが一体となった計画的な防災・減

災対策や既存インフラの適切な維持管理等の推進，減災に向けた県民総ぐるみ

運動の展開など，災害に強いまちづくりに取り組む。 
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これまでの取組の結果，県民の防災・減災に関する意識調査において，災害

の種類に応じた避難場所や避難経路を確認している人の割合は，平成 28 年度

に平成 32 年度目標の 60％を超えたことから，目標を 90％以上に設定し，取組

を強化していく。 

一方，「実践する」については，防災教室・防災訓練の参加率などが伸び悩

んでいることから，今後は，県民の日常生活において防災・減災行動が定着し

ていくよう，行動計画に定める「知る」取組から「実践する」取組への深化を

図っていく。  
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□□□□    国際平和拠点ひろしまの形成国際平和拠点ひろしまの形成国際平和拠点ひろしまの形成国際平和拠点ひろしまの形成        

広島は，人類初の原子爆弾による破壊から復興した地であることから，核兵

器のない平和な世界の実現は，広島の使命であると認識しており，「国際平和

拠点ひろしま構想」に基づき，その実現に向けて，核兵器廃絶と復興・平和構

築のための取組を包括的に進めている。 

核兵器廃絶に向けては，核兵器に関わる各国の政治指導者が，被爆の実相に

直接触れることにより非人道性を認識し，廃絶に向けた政策を実行に移すこと

が必要であり，ＮＰＴ運用検討会議，Ｇ７広島外相会合，国連軍縮会議など，

様々な機会を捉え，政治指導者をはじめとした各界の指導者の被爆地訪問が実

現するよう，働きかけを行ってきた。また，各国の核軍縮・不拡散の取組状況

をまとめた「ひろしまレポート」の作成・公表や東アジア地域の核軍縮に焦点

を当てた多国間協議である「ひろしまラウンドテーブル」の開催を継続して実

施している。 

加えて，復興・平和構築のための取組として，次代の国際平和貢献人材を育

成するため，高校生を対象に，英語力の向上と核軍縮や紛争解決等の国際的課

題の学びを深める「グローバル未来塾 in ひろしま」や，海外及び県内の高校

生等が国際平和について議論し，平和のメッセージを発信する「ひろしまジュ

ニア国際フォーラム」を開催している。 

さらに，国際平和に関する拠点性の向上に向けた取組を加速するため，海外

の平和研究機関と連携協定を締結し，共同研究を実施するなど，広島の平和研

究機能の強化に取り組んできた。 

また，国際平和のための世界経済人会議を開催して，企業・ＮＧＯなど多様

なステイクホルダーの参画を得て，国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を

進めるための，自治体の役割について議論を深めた。 

こうした中で実現したオバマ大統領の広島訪問は，米国現職大統領の初めて

の被爆地訪問として，核廃絶に対する国際的な機運を大きく高める契機となっ

た。 

    ６６６６    広島の広島の広島の広島の価値の共鳴・共振価値の共鳴・共振価値の共鳴・共振価値の共鳴・共振    

昨年のオバマ米国大統領の歴史的な訪問を契機に，世界から広島へ注目が高

まっていることから，ひろしまブランドコンセプトの一つである「平和への希

望が集う場所」としての価値を更に高めていくためにも，広島からの核兵器の

ない平和な世界の実現に向けた取組を進めていく。 

その他の３つのコンセプトや，広島の地域資産であるスポーツ，文化などと

の相乗効果とも併せて，広島の価値に対する県民の共感の獲得（＝共鳴）と，

広島の国内外での認知・評価の向上（＝共振）につなげる。 
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しかしながら，国連において，核兵器禁止条約が賛成多数で採択されるなど，

核廃絶に向けた国際世論が高まったものの，核兵器国のほか，日本をはじめと

した「核の傘」に入る国の大半が交渉に参加せず，核兵器国と非核兵器国との

間の溝が深まるなど，核兵器廃絶に向けた具体的な動きが停滞することも懸念

される。 

こうした懸念と併せ，世界各地においても，民族や宗教の対立等による紛争

が続き，紛争終結後も不安定な状況にある地域が多くある。 

こうしたことから，核兵器のない平和な世界への国際的な機運を確かなもの

とするよう，引き続き，海外の研究機関と連携した課題解決への方策検討や広

島から平和を発信できる国際平和貢献人材の育成の充実，さらには，世界経済

人会議を開催して，多様なステイクホルダーと連携したＳＤＧｓの推進を図る

仕組みづくりを進めるとともに，あらゆる機会を通じた，平和メッセージの発

信に取り組む。 

さらに，平和の取組を推進するための持続可能な平和支援のメカニズムを構

築していくため，世界から平和に関する人材，知識，情報，資金などを呼び込

むための事業推進主体としての新たなセンター機能について方向性の具体化を

進め，広島が核兵器のない平和な国際社会の実現に具体的に貢献できる拠点と

なるよう取組を進めていく。 

    

□□□□    「ひろしま」ブランド価値向上の推進「ひろしま」ブランド価値向上の推進「ひろしま」ブランド価値向上の推進「ひろしま」ブランド価値向上の推進        

ひろしまブランドの国内外での認知・評価を高め，魅力ある地域として「選

ばれる」ようになるため，「ひろしま」の魅力を表現する４つのブランドコン

セプト（「自然と都市が融合した暮らし」「内海と山々が織りなす食文化」

「平和への希望が集う場所」「創造性あふれる次世代産業」）を定め，地域全

体のイメージアップに向けた情報発信と個々の地域資産の価値の向上に取り組

んできた。 

地域のイメージアップに向けては，ひろしまブランドショップＴＡＵを活用

した首都圏での情報発信や，平成 29 年 10 月に開設した県民投稿型サイトによ

る「ひろしま」ブランドへの県民の共感と自発的な情報発信の促進などに取り

組んでいる。  

また，地域資産の価値向上に向けては，移住定住施策の推進，フランスでの

販路拡大による広島の酒の高付加価値化，レモンをはじめとした一次産品や加

工食品のブランド化，観光施策におけるプロダクト開発など，関連施策におい

てブランドコンセプトを軸とした取組を推進している。 

これらの取組によって，移住定住においては，移住希望地としてのランキン

グが上がり，県外からの移住世帯数の増加にもつながっている。また，観光客

数と観光消費額が過去最高を更新するなど，ブランド価値向上の効果は着実に

現れてきている。 
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しかしながら，ブランドコンセプトについて県内及び首都圏を対象とした調

査の結果では，十分に浸透していないものもあり，更なる取組が必要である。 

こうしたことから，引き続き，ブランドコンセプトに基づき，「ひろしま」

の魅力的な観光地，歴史，文化，自然，産業などの地域資産の価値向上に取り

組むとともに，統一感のある情報発信を行うことで，「ひろしま」ブランド価

値の更なる向上を推進していく。 
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〔参考〕４つの政策分野による施策の柱 

 

１ 新たな経済成長 

・ 第４次産業革命を好機とした生産性革命 

・ 中小企業・小規模企業の持続的な成長への支援 

・ イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化 

・ 多様な創業と新事業展開の促進 

・ 多様な投資誘致の促進 

・ 産業競争力の強化 

・ 世界と直結するビジネス支援 

・ 観光地ひろしまの推進 

・ 担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立 

 

２ 人づくり 

・ 少子化対策 

・ 働き方改革 

・ 女性の働きやすさ日本一への挑戦 

・ 多様な人材の就職に向けた後押し 

・ 東京圏等から広島への定住促進 

・ すべての子供が夢を育むことのできる社会づくり 

・ 社会で活躍する人材の育成 

 

３ 安心な暮らしづくり 

・ 信頼される医療・介護提供体制の構築 

・ がん対策日本一に向けた取組の強化 

・ 健康医療情報等を活用した健康づくりの推進 

 

４ 豊かな地域づくり 

・ 中山間地域の地域力強化 

・ 都市圏の活力強化 

・ 瀬戸内 海の道構想の推進 

・ スポーツを核とした地域づくり 

・ 暮らしを楽しむための機会の創出に向けた取組の推進 

 

５ 災害に強いまちづくり 

・ ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策 

・ 減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開 

 

６ 広島の価値の共鳴・共振 

・ 国際平和拠点ひろしまの形成 

・ 「ひろしま」ブランド価値向上の推進 
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Ⅲ 施策の実行を支える基盤 

    

 

 

（１） 基本的な考え方 

 高齢化の進展等による社会保障関係費の増加や，公債費の高止まりなど，

様々な財政運営上の制約がある中においても，チャレンジビジョンに掲げる

「目指す姿」の実現を支えるため，中期財政運営方針に基づき，引き続き，

次の取組を進める。 

    

① 重点施策への集中的な取組 

チャレンジビジョンの目指す姿である「欲張りなライフスタイル」の実現

に向けて，すべての子供が夢を育むことができる社会づくりなどの「希望を

かなえるための後押し」や，「ゆとりの創出」，「地域活力の基盤づく

り」，「暮らしを楽しむ機会の創出」に特に注力するとともに，平成 26 年の

大規模土砂災害などを踏まえた災害に強いまちづくり等について，引き続

き，集中的な取組を進める。 

 

② 経営資源の最適配分に向けた取組 

 最少の経費で最大の効果を発揮するため，投入した経営資源が成果に結

び付いているかの観点から，プライオリティや費用対効果の検証・評価を

一層徹底することで，経営資源の最適配分に向けた取組を進める。 

 

③ 将来にわたって必要な経営資源を確保していくための取組 

 人件費の適正管理による経常的経費の削減や県税の徴収強化などの歳出

歳入の両面にわたる取組を行うとともに，県債発行額のマネジメントによ

り将来負担額の着実な縮減を進める。 

 

    

1    予算編成方針予算編成方針予算編成方針予算編成方針    
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（２） 歳入歳出見込み（試算） 直近の経済見通しなどを踏まえ，現時点で見込まれる一定条件の下で，平成 30年度予算の歳入歳出について試算を行った場合の見込みは，次のとおりである。 区       分 Ｈ２９ （当初予算） Ａ Ｈ３０ 見込 Ｂ  【参考】Ｈ３０見込※２ 差引増減 Ｂ-Ａ               Ｂ‘ 差引増減 Ｂ‘-Ａ  １ 県税・地方消費税清算金・地方譲与税 ５,０１１ ４,９０９ ▲１０２ ５,１１６ １０５  うち県税 ３,５０５ ３,３６１ ▲１４４ ３,５６８ ６３ ２ 地方交付税・地方特例交付金 １,５９６ １,５４７ ▲４９ １,５４７ ▲４９ ３ 国庫支出金 ９７５ ９３６ ▲３９ ９３６ ▲３９ ４ 県債 １,１４７ １,１６１ １４ １,１６１ １４  うち臨時財政対策債 ５９８ ５９８ ０ ５９８ ０ ５ 諸収入・使用料及び手数料等 ９４９ ９０４ ▲４５ ９０４ ▲４５ ６ 財源調整的基金の取崩等 １０１ １３９ ３８ １３９ ３８ 歳        入 ９,７７９ ９,５９６ ▲１８３ ９,８０３ ２４  一  般  財  源 ※１ ５,６６０ ５,６８７ ２７ ５,６８７ ２７  １ 法的義務負担経費 ３,５４５ ３,３８５ ▲１６０ ３,５９２ ４７  うち市町への税交付金等 １,５５１ １,３７５ ▲１７６ １,５８２ ３１ ２ 経常的経費 ４,００２ ３,９６３ ▲３９ ３,９６３ ▲３９  人件費 ２,４４６ ２,４３６ ▲１０ ２,４３６ ▲１０  うち退職手当 ２４５ ２５４ ９ ２５４ ９ 公債費 １,５５６ １,５２７ ▲２９ １,５２７ ▲２９ ３ 政策的経費 ２,２３２ ２,２４８ １６ ２,２４８ １６ 歳          出 ９,７７９ ９,５９６ ▲１８３ ９,８０３ ２４ ※1 一般財源は，県税･地方消費税清算金･地方譲与税･地方交付税･臨時財政対策債等から市町への税交付金等を除いたものである。 ※2 広島市への税源移譲の影響額（県税▲207 億円，市町への税交付金▲207 億円）を除いた場合の見込みを参考として掲載している。                 

（単位：億円） 
 

広島市への  税源移譲の  影響除き  
 

【主な歳入歳出見込みの試算方法】 直近の経済見通しなどを踏まえ，現時点で見込まれる一定条件の下で試算 歳 入 ［県 税］Ｈ29 年度の税収見込額をベースとして，国の名目経済成長率（Ｈ30 年度：+2.5％）等をもとに試算 ［地方交付税］国の経済・財政再生計画を踏まえ，Ｈ30 年度の一般財源総額をＨ29 年度と実質的に同水準となるよう試算 ［県 債］臨時財政対策債は，Ｈ29 年度当初予算と同額 歳 出 ［人 件 費］Ｈ29．４．１現在の職員数で試算 ［政策的経費］Ｈ29 年度当初予算をベースとして，増減が見込まれるものは個別に試算 公共事業はＨ29 年度当初予算と同額 Ｈ26 年８月の広島市における大規模土砂災害に係る砂防事業等については，重点実施に伴う事業費を計上 ※ 今後の経済情勢や国の予算編成等の動向によって，修正が必要な場合には，予算編成の過程において対応する。 【広島市への税源移譲の影響額】 教職員給与負担権限の広島市への移譲にあわせて，個人住民税所得割の税率２％相当分を県から広島市へ税源移譲するものであり，その影響額は歳入歳出でそれぞれ▲２０７億円となる。 ＜税源移譲の内容（個人住民税（所得割）の構成）＞ 平成 28 年度まで 県民税４％ 市民税６％（広島市） 平成 29 年度 県民税４％ ＊ 市民税６％（広島市） 平成 30 年度以降 県民税２％ 市民税８％（広島市） 【財源調整的基金の残高見込み】 平成 29 年度末の財源調整的基金の残高は，３７９億円（平成 29 年度 9 月補正予算反映後）となる見込みである。 ＊平成 29 年度は，税率が変更されるまでの経過措置として，県民税４％のうち２％相当分を税交付金として広島市へ交付 

試算では，１３９億円もの財源調整的基金の取崩等に頼らざるを得ない予算

編成となることが見込まれ，歳出歳入の両面にわたる取組を行っていくことが

必要。 
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（３） 中期財政運営方針（Ｈ28～Ｈ32）に基づく取組 

平成 30 年度当初予算編成において，引き続き，中期財政運営方針に基づく

取組を着実に進め，必要な政策的経費を確保するとともに，可能な限り，財

源調整的基金等に頼らない財政運営を目指す。 

① 徹底した経営資源のマネジメント 

○ 重点施策への集中的な取組を進めるため，目指すべき成果を実現するため

の事業に対し，最適な資源配分を行う。 

○ 全ての事務事業について，プライオリティや費用対効果をより一層踏まえ

た経営資源のマネジメントなどにより，資源配分の見直しを行う。 

② 歳出歳入の着実な取組 

○  次のとおり，歳出歳入の両面にわたる着実な取組を進める。 

・ 業務プロセスの再構築等により段階的な職員数の見直しを行うなど，人

件費の適正管理に取り組む。 

・ 利用計画のない土地等の県有財産について，歳入確保の観点から，売却

処分を進める。 

・ 県税の滞納処分や個人住民税の市町との共同徴収を行うなど，県税の徴

収強化により，県税収入の確保を行う。 など 

③ 公共事業等への対応 

○ 公共事業をはじめとする普通建設事業等については，緊急性や情勢変化な

どの観点も考慮しつつ，建設地方債の発行額の適切なマネジメントに取り組

む。 ※ 平成 26 年８月の広島市における大規模土砂災害の被災地において緊急に行う砂防事業等については，別枠で予算を確保 
④ 自立した財政運営に向けた取組 

○ 今後，新たな行政課題への対応や公共サービスの向上のため必要となる歳

入の確保策について，引き続き，課税自主権の活用も含め検討していく。 

 

 ［参 考］財政運営目標の状況（試算） 現時点で見込まれる一定条件の下で予算編成を行った場合の財政指標の見込は，次のとおりである。 財 政 指 標 目      標 Ｈ30 見込み(試算) 備 考 経常収支比率[フロー指標] ９０％程度の水準に可能な限り近づける ９４．０％    将来負担比率[ストック指標] ５年間で，２２０％程度に抑制する ２２２．０％   実質的な県債残高 ５年間で，１,８００億円程度縮減する ▲１,２８５億円  Ｈ27 年度比 ※ 数値は，一定条件の下で試算しており，今後の情勢変化等により変動する。 
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（１）基本的な考え方（１）基本的な考え方（１）基本的な考え方（１）基本的な考え方    

 チャレンジビジョンに掲げる目指す姿の実現を行政面から支えるため，

「行政経営の方針（Ｈ28～Ｈ32）」に基づき，一貫して成果の獲得を追求し

ていくことにより，「日本一強い県庁」の実現を目指す。 

 来年度も，「欲張りなライフスタイル」の実現に向けた取組を進めること

としており，成果志向の行政経営の実現に向け，職員の戦略構築力の更なる

向上や施策マネジメントシステムの着実な実施に取り組むほか，必要に応じ

て，組織体制の整備を進める。 

  また，県庁自らも「欲張りなライフスタイル」の実現を図るため，仕事も

暮らしも充実できる職場環境づくりや，生産性の向上など，庁内の働き方改

革に取り組む。 

 

 

（２）行政経営の方針（（２）行政経営の方針（（２）行政経営の方針（（２）行政経営の方針（H28H28H28H28～～～～H32H32H32H32）に基づく取組）に基づく取組）に基づく取組）に基づく取組    

① 戦略的な施策マネジメント 
□ 戦略構築力の向上 

戦略策定について，階層別研修等において，広島県独自の行政経営の考え

方や，客観的な根拠（エビデンス）に基づく政策形成手法を取り入れるなど，

実践につながるよう充実を図り，職員の戦略構築力向上に努める。 

 

□ 施策マネジメントシステムの着実な実施 

チャレンジビジョンに掲げる「欲張りなライフスタイル」の実現に向け，

県民が実感できる変化を意識した上で，仮説思考型の戦略策定から，成果目

標の達成に向けた，実行，評価，改善のＰＤＣＡサイクルを着実に実施する。 

 

 

② 成果獲得に向けた組織マネジメント 

□ 行動理念の理解，共有，実践の促進 

「広島県職員の行動理念」が職員に深く広く浸透し，日々の仕事に生かさ

れ，成果を志向する組織となることを目指し，階層別研修等を充実させると

ともに，管理職を中心とした職場単位の取組や，優良な行動事例の共有化等

を推進し，行動理念の更なる浸透，実践の促進を図る。 

 

２２２２    行政経営方針行政経営方針行政経営方針行政経営方針    
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□ 県庁働き方改革の推進 

「どこでもワーク」や「みんなのオフィス」の利用促進など，ＩＣＴを活

用した柔軟なワークスタイルへの変革により，生産性の向上に取り組む。 

また，内部管理業務の見直しや，時間外勤務が多い職場において実践した，

スケジュール機能を活用した業務の「見える化」による改善策等の好事例を

全庁に横展開するなど，長時間勤務の縮減に取り組む。 

 

□ 組織のミッション性の向上 

チャレンジビジョンの目指す姿の実現に向け，引き続き，ミッション性を

重視した組織体制の構築に取り組む。 

 

□ 県・市町を通じた行政サービスの最適化 

県と市町が行う同様・類似の事務について，市町ニーズを踏まえながら，

県・市町の連携等により，住民サービスの向上や，事務の効率的・効果的な

実施につながるような取組を進めていく。 

また，県から市町への移譲事務について，県及びノウハウを有する市によ

る支援・補完の取組を本格的に実施し，必要な市町に対する支援を継続する。 

 

 

③ 戦略的なリソースマネジメント 

□ 多様な行政ニーズに対応できる人材の育成・登用 

職員に必要とされる課題解決等のスキルや知識を，職位や役割に応じてよ

り効果的に習得できるよう，階層別研修の体系を再構築する。 

また，女性職員について，キャリア形成支援の取組を充実させるとともに，

引き続き，積極的な登用を図る。 

 

□ 高いパフォーマンスを発揮し続けるための取組の実施 

職員の仕事に対する意識や職場風土の現状等を踏まえ，職員のモチベーシ

ョンの更なる向上に資する効果的な取組を実施する。 

また，毎年実施するストレスチェックの分析結果を研修等で活用すること

により，職場環境の改善につなげ，職員の心の不調の未然防止を図っていく

など，職員の心身の健康の保持増進に努める。 
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□ ライフイベントに応じた多様な働き方を支援する環境づくり 

管理職を対象にしたイクボス養成研修の実施等により，イクボスの拡大を

図るとともに，男性職員について，育児休業取得の促進等を通じて育児参画

を推進するなど，職員が仕事も暮らしも充実できる職場環境づくりに取り組

む。 

また，引き続き，テレワーク（在宅勤務）の利用促進に取り組むことなど

により，育児・介護中の職員の柔軟な働き方を支援する。 

 

□ 経営資源マネジメントの確立 

限られた資源で最大の効果を発揮するため，全ての事務事業におけるプラ

イオリティや，費用対効果をより一層踏まえた経営資源のマネジメントなど

により，メリハリのついた資源配分を行う。 
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用語解説  用語 解説 頁 あ アーバンスポーツ 都市型スポーツのことで，2020 年東京オリンピック，パラリンピックで新たに正式種目となるスケートボードやＢＭＸなどの総称。 19 ＩｏＴ ＩｏＴ（Internet of Things）とは，自らの状態や周辺状況を感知し，通信し，何かしらの作用を施す技術が埋め込まれた物理的なモノ（物体）のインターネットのこと。 3,9 い イクボス 職場でともに働く部下，スタッフの仕事と生活の両立を考え，その人のキャリアと人生を応援しながら，組織の業績も出しつつ，自らも仕事と私生活を楽しむことができる経営者・管理職のこと。 7, 32 イ ノ ベ ー シ ョン・ハブ 産学が組織の枠組みを超えて交流・開発等を行う「場」。 2, 10 インキュベーション ベンチャービジネスを軌道に乗せるまでの間，施設・危機・資金などの援助を行うこと。 13 インバウンド 外国から自国に入ってくること。 13 え ＡＩ ＡＩ（Artificial Intelligence：人工知能）とは，「知的な機械，特に知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術」のこと。今後，コンピュータによる自律的な学習を通じた予測・分析能力の獲得が可能となると考えられている。 3,9 
Ｍ字カーブ 女性の就業率は結婚・出産期に当たる年代にいったん低下し，育児が落ち着いた時期に上昇する現状を，就業率を縦軸，年齢を横軸にグラフ化すると，いわゆるＭ字カーブを描くと言われている。 7 ＬＣＣ Low Cost Carrier の略称。サービスの簡素化等により，低運賃で運航している航空会社。格安航空会社とも呼ばれる。 16 か 感性工学 人間が持つ感性（心地よさ，操作しやすさなど）を分析・数値化して，商品開発に取り組む学問のこと。 12 き ＧＡＰ GAP（Good Agricultural Practice:農業生産工程管理）とは，農業において，食品安全，環境保全，労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組のこと。 13 く クラスター 特定の産業分野について，原材料・部品調達，生産，流通，販売等の関連企業や，大学等の研究開発機能，金融をはじめとする産業支援機能が地理的に集中し，それらが競合しながら有機的に結び付き，総体として競争力のある産業群が形成されている状態。 11 
グローバルゲートウェイ 世界各国と多方面，多頻度の航空路線・航路で結ばれた国際的な規模と機能を有した競争力の高い拠点となる空港・港湾。 12 こ 国連の持続可能な開発目標 （ＳＤＧｓ） 持続可能な開発目標（ Sustainable Development Goals： SDGs）とは，2015 年 9 月の国連サミットで採択された，2016 年から 2030 年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の誰一人として取り残さないことを誓っており，発展途上国のみならず，先進国自身が取り組む普遍的なもの。 

23 
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 用語 解説 頁 こ コンピテンシー 個人の持つ行動特性で，高いレベルの成果を安定的に出せる能力。 6 し システムインテグレーター 単に自動化・ロボット導入支援者でなく，ユーザー側の視点で，生産性向上，現場改善といった生産現場の生産プロセス改善を提供する企業又は技術者。 9 せ 施策マネジメント チャレンジビジョンの目指す姿の実現に向け，チャレンジビジョンの各施策領域の「取組の方向」を具体化する戦略的事業単位を「ワーク」として括り，ＰＤＣＡサイクル〔計画（Ｐｌａｎ）-実施（Ｄｏ）-評価（Ｃｈｅｃｋ）-改善（Ａｃｔｉｏｎ）の取組を循環させる施策の経営管理の手法〕による施策の経営管理を実践。 
30 

た 滞在コンテンツ 着地型旅行商品やクルーズ旅行商品など。 13 第４次産業革命 2016 年 1 月にスイス・ダボスで開催された第 46 回世界経済フォーラムでは，「デジタルな世界と物理的な世界と人間が融合する環境」と解釈されている。現在，デジタル技術の進展とＩｏＴの発展により，限界費用や取引費用の低減が進み，新たな経済発展や社会構造の変革を誘発するとの議論がなされている。 
2, 3, 8,9 ち 地域包括ケアシステム 高齢者が可能な限り，住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，医療，介護，予防，住まい，生活支援などのサービスを包括的に提供するという考え方。また，そうした考え方に基づく地域での体制。 14 

ね ネウボラ 「ネウボラ」とは，フィンランド語でアドバイス（neuｖo）の場所（la）という意味で，母親や子どもを始めとした家族全体の心身の健康を支援するフィンランドの子育て支援の仕組みのこと。 1,5 ひ ＰＤＣＡ（ＰＤＣＡサイクル） 計画（Ｐｌａｎ）-実施（Ｄｏ）-評価（Ｃｈｅｃｋ）-改善（Ａｃｔｉｏｎ）の取組を循環させる施策の経営管理の手法。 30 ビッグデータ デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化，ＩｏＴ関連機器の小型化・低コスト化等によって得られる膨大なデータ。（スマートフォン等を通じた位置情報や行動履歴，インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関する情報等） 3,9 
プロフェッショナル人材 新たな商品・サービスの開発，その販路の開拓や，個々のサービスの生産向上などの取組を通じて，企業の成長戦略を具現化していく人材。 10 ゆ ＵＩＪターン Ｕターン…進学や就職を機会に出身地から地域外の都会に移住した後，出身地に戻って定住すること。 Ｉターン…出身地に関わらず住みたい地域に移住すること。 Ｊターン…進学や就職を機会に出身地から地域外の都会に移住した後，出身地の近隣地域に戻って定住すること。 

16 
れ レセプト情報 医療機関が保険者（市町国保や健保組合等）に請求する医療報酬の明細書に基づく情報。 15 


